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第1章 調査の概要 

1-1. 調査の概要 

1) 目的 

近年、ガソリンの需要減少や消防法改正に伴う地下貯蔵タンクの油漏れ規制（設置から一定期間を経

過した地下貯蔵タンクの改修が義務化）が強化される等の理由により、閉鎖する給油取扱所が増加し、

特に中山間地域において住民生活への影響が心配されている。 

このため、島根県では、中山間地域に所在する給油取扱所の実態を把握し、地域住民に今後与える

影響等を分析することを目的に調査を実施した。 

2) 実施期間及び対象範囲 

実施期間：平成 25 年 9 月 10 日～平成 26 年 3 月 25日 

対象範囲：島根県内の中山間地域等 
 
＊中山間地域の定義 

下記①～③に該当する地域を「中山間地域」としている。 

①過疎地域（過疎地域自立促進特別措置法で指定）  

②特定農山村地域（特定農山法で指定）  

③辺地地域（辺地にかかる公共施設の総合整備のための財政上の特別措置に関する法律で指定） 
 

図 1-1 調査対象範囲 
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1-2. 調査の実施概要 

1-2-1. 給油取扱所の実態調査 

この実態調査は以下の方法により実施した。 

 

1) 事前アンケート調査 

ア 調査の概要 

事前アンケート調査は島根県内の中山間地域及び県境隣接地域（県境から約 5km）に所在する

給油取扱所を対象に、石油製品の配達範囲、後継者等の現状を把握するためにアンケート調査を

行った。 

 

イ 実施期間 

平成 25 年 10 月 11 日（金）を提出期限として、9月下旬に発送した。 

アンケートの返送は、10 月下旬まで受け取り、最終的には 191 件を回収した。 

 

ウ 調査内容 

（ア） 調査対象 

島根県内の中山間地域にある給油取扱所及び県境隣接地域（県境から約 5Km）を調査対象とし、以

下のとおり配布し、回答を得た。 

表 1-1 事前アンケート調査配布数と回収状況 

 区 分 配布数 回答数 回収率 

島根県 212箇所 171通 80.7％ 

鳥取県 16箇所 9通 56.3％ 

広島県 11箇所 7通 63.6％ 

山口県 9箇所 4通 44.4％ 

合計 248箇所 191通 77.0％ 

  

（イ） 調査項目 

主な調査項目は、以下の通りである。 

・開設年及び地下貯蔵タンク設置年 

・販売形態（セルフ、フルサービスなど） 

・販売品目（ガソリン、軽油、重油、灯油、オイル、自動車整備、その他日用品） 

・収益構造（上記の販売割合など） 

・顧客割合や概ねの商圏（通過客、地域住民） 

・灯油等の配達有無、配達範囲 

・売上推移（上昇、横ばい、下降） 

・後継者の存在 

・5 年後、15 年後の事業継続意向 

・地域要望について 

・代表者の年齢 
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2) ヒアリング調査 

ア 調査の概要 

事前アンケート調査対象施設のうち、都市部等（給油取扱所が集中する地域含む）を除いた地域に所

在する県内の給油取扱所を対象に、石油製品の配達範囲、後継者の有無、ガソリンスタンドの地下貯蔵

タンクの改修時期到来後の対応等の現状を把握するため、面談によるヒアリング調査を行った。 

 

イ 実施期間 

ヒアリング調査は、平成 25年 10 月 31 日から平成 26年 1 月 24 日（金）まで実施した。 

 

ウ 調査内容 

（ア） 調査対象 

県内の中山間地域に所在する給油取扱所のうち、都市部や給油取扱所が集中する地域等について

はヒアリング対象から除外し、156 箇所を対象に調査を実施するものとした。 

繁忙等の理由により調査を実施できなかった施設は 52箇所で、面談してヒアリングを実施出来たのは

104 箇所であった。調査を実施できなかった箇所でも、前述の事前アンケートなど書面などで一定の回答

があったものは 38 箇所あり、将来の継続意向などが確認できなかった施設は 14 箇所である。 

 

表 1-2 ヒアリング調査対象数 

区分 箇所数 備  考 

中山間地域にある給油取扱所の数 212箇所 調査開始時点（H25.7.1時点） 

調査中に廃業した給油取扱所の数 3箇所  

都市部等にある給油取扱所の数 53箇所 ヒアリング調査対象外 

ヒアリング調査対象の給油取扱所の数 156箇所 

 

ヒアリング実施：104箇所 

書面等の回答 ：38箇所 

未調査：14箇所 

ヒアリング調査は、原則として給油取扱所毎の調査とするが、複数の給油取扱所を経営している事業

者については、必要に応じて本社などで実施した。 

 

（イ） 調査項目 

主な調査項目としては、アンケート調査項目を確認するとともに、以下の点についてより詳細なヒアリン

グを実施した。 

①経営状況について 

営業時間などの確認 

来訪者の範囲（主な範囲の割合）：地図で確認 

概ねの来店客数（休日・平日） 

灯油などの配達範囲の確認（顧客数）：地図で確認 

最近の収益動向及び今後の見通し 

日用品販売等の他商品の取り扱いについて 
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②設置タンクについて 

設置タンクの改修時期について 

その時の対応について 

③事業継続について 

後継者の具体的な関係 

事業継続についての意向に関する理由 

④経営上の課題と解決策について 

今後事業継続をしていく上での課題及びその解決策について 

地域からの存続要請の具体的な声 

日用品販売等の業種拡大について 

⑤支援ニーズについて 

事業を円滑に進めていく上で、必要と思われる支援策 

 

図 1-2 給油取扱所調査対象位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章  給油取扱所の実態調査結果   
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第2章 給油取扱所の実態調査結果 

 

2-1. 集計・分析の対象 

ヒアリング対象施設のうち、事前アンケート調査及びヒアリング調査などで一定の状況を把握できた 142

箇所を対象に集計、分析を行った。 

表 2-1 結果集計分析の対象 

区分 箇所数 備  考 

中山間地域にある給油取扱所の数 212箇所 調査開始時点（H25.7.1時点） 

調査中に廃業した給油取扱所の数 3箇所  

都市部等にある給油取扱所の数 53箇所 ヒアリング調査対象外 

ヒアリング調査対象の給油取扱所の数 156箇所 

 

ヒアリング実施：104箇所 

書面等の回答 ：38箇所 

未調査：14箇所 

調査結果の取りまとめ及び分析対象施設 142箇所  

 

2-2. 調査結果のまとめ 
 

【事業継続の意向】 

・ 対象の給油取扱所のうち、5 年後に「事業継続していない」と回答した割合は 7％であり、中山間地域

において閉鎖する給油取扱所は当面急増する可能性は低いと推測される。15 年後の事業を継続に

ついて、「わからない」と回答した割合が約 46%（65 箇所）に達し、厳しい経営状況のため事業の長期

的な展望を見通せない事業者が多かった。 

【後継者について】 

・ 後継者について、「いる」と回答した割合が約 51％であった。そのうちの約40%（全体の約 21％）は「意

中の人がいるが、引き継ぐかどうかわからない」と回答した。石油の需要減少、採算性の悪化、施設

等の更新費用の捻出等の様々な課題に直面するなかで、事業継承について躊躇している事業者が

少なくないと思われる。 

【地下貯蔵タンクの更新意向】 

・ 改修時期到来後の地下貯蔵タンクの更新について、明確に「更新しない」と回答した割合が 4％に留

まった。一方で、事業継続にあたっての懸念事項として、「施設等の更新費用」と回答した割合は（全

体の）56％に達しており、更新費用の捻出は事業継続にあたっての負担になっていると思われる。 

【影響分析】 

・ 事業継続意向を示す給油取扱所の石油製品の配達範囲を分析した結果、事業継続しないと回答し

た給油取扱所の配達範囲と重なっていることが多いため、直ちに住民生活に重大な影響が生じる可

能性は低いと推測されるが、社会情勢により廃業がさらに進む可能性もあり、今後も注視していく必

要がある。 
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調査対象とした給油取扱所の所在地の状況は下表の通りである。 

表 2-2 地域別集計・分析箇所数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

現市町 旧市町村 現状数 ヒアリング対象外 未調査数 集計・分析数

旧島根 1 0 0 1
旧八雲 2 0 0 2
旧美保関 1 0 0 1

小計 4 0 0 4
旧浜田市 24 20 1 3
旧金城町 5 0 0 5
旧旭町 5 0 0 5
旧弥栄村 3 0 0 3
旧三隅町 4 0 0 4

小計 41 20 1 20
旧出雲市 1 0 0 1
旧平田市 2 1 0 1
旧大社町 3 3 0 0
旧佐田町 3 0 0 3
旧多伎町 4 0 0 4

小計 13 4 0 9
旧益田市 7 0 1 6
旧美都町 1 0 0 1
旧匹見町 1 0 0 1

小計 9 0 1 8
旧大田市 17 8 0 9
旧仁摩町 1 0 0 1
旧温泉津町 3 0 0 3

小計 21 8 0 13
旧広瀬町 4 0 0 4
旧伯太町 1 0 0 1

小計 5 0 0 5
旧江津市 14 5 0 9
旧桜江町 1 1 0 0

小計 15 6 0 9
旧木次町 5 4 0 1
旧三刀屋町 4 2 0 2
旧大東町 7 3 1 3
旧加茂町 3 0 0 3
旧掛合町 4 0 0 4
旧吉田村 4 0 0 4

小計 27 9 1 17
旧仁多町 6 1 0 5
旧横田町 6 1 1 4

小計 12 2 1 9
旧赤来町 4 0 1 3
旧頓原町 4 0 1 3

小計 8 0 2 6
川本町 4 0 0 4

旧邑智町 3 0 1 2
旧大和村 2 0 0 2

小計 5 0 1 4
旧石見町 7 0 0 7
旧羽須美村 2 0 2
旧瑞穂町 5 0 2 3

小計 14 0 2 12
旧日原町 3 0 1 2
旧津和野町 2 0 0 2

小計 5 0 1 4
旧六日市町 5 0 2 3
旧柿木村 2 0 1 1

小計 7 0 3 4
海士町 3 0 0 3

西ノ島町 3 0 1 2
知夫村 1 0 0 1

旧西郷町 10 7 0 3
旧都万村 2 0 0 2
旧布施村 0 0 0 0
旧五箇村 3 0 0 3

小計 15 7 0 8
212 56 14 142

安来市

津和野町

吉賀町

隠岐の島町

合計

江津市

雲南市

奥出雲町

飯南町

美郷町

邑南町

松江市

浜田市

出雲市

益田市

大田市
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2-3. 調査の結果 

2-3-1. 給油取扱所の概要 

1) 給油取扱所の開設年 

給油取扱所の開設年としては、昭和 50 年代以前の開

設が約 61％を占めた。 

 

 

 

 

 

 

 

2) 地下貯蔵タンクの設置年 

施設の代表的な地下貯蔵タンクの設置年としては、上記の

開設年に設置されたものが多いが、全体的に古いものが減

少しており、いくらか更新が進んでいるものと思われる。 

また、古い年代ものものは、高精度液面計の設置やコーテ

ィングなどにより、対応を行っているとの回答が多かった。 

今後、5年～15年後に向けては、約25％の地下貯蔵タンク

が、改修等の施設の更新が必要となってくる状況であることが

明らかになった。 

 

 

 

 

3) 販売形態 

販売形態としては、約 82％がフルサービスとなってい

る。近年、都市部で増えつつあるセルフ方式の給油取

扱所は、中山間地域においては、現時点ではまだあまり

広がっていない状況である。 

中山間地域においては、来店客数、地域住民ニーズ

などから、サービス向上で客単価を高くしないと、経営

できないという意見もあり、セルフサービスは一部の来店

客数が多い店舗以外では浸透しにくいと思われる。 

  

(n=142) 

(n=142) 

(n=142) 

昭和30年代

2.1%

昭和40年代

30.3%

昭和50年代

19.0%

昭和60年代

7.7%

平成元年代

17.6%

平成10年代

9.9%

平成20年代

7.7%

無回答

5.6%

昭和30年代

7.7%

昭和40年代

35.9%

昭和50年代

16.9%
昭和60年代

7.0%

平成元年代

13.4%

平成10年代

6.3%

平成20年代

2.8%
無回答

9.9%

給油取扱所の開設年 

地下貯蔵タンクの設置年 

販売形態 

フルサービス
82.4%

セルフサービス

5.6%

スプリット型

（フル、セルフ

の両方）
6.3%

その他
2.8%

無回答
2.8%
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4) 取り扱い石油製品 

ほとんどの給油取扱所においてガソリン、

軽油、灯油を扱っている。 

ガソリンは、来店による一般車両への販

売がほとんどである。 

軽油は、トラックなどのディーゼル車の

来店販売の他、建設機械や農機などへの

配達販売もある。 

重油は、主に大規模公共施設などのボ

イラーや空調施設への納入などであり、約

40％の給油取扱所で取り扱っている。 

灯油は、主に風呂等の給湯用と冬期の暖房用である。 

 

5) 石油製品販売以外の事業 

石油製品以外の取り扱いについ

ては、特に「行っていない」が、最も

多く約 34％となっている。次いでは、

自動車整備や保険代理店等自動

車に関連した事業を行っている所

が比較的多い。 

かつては、比較的あった食品や

雑貨販売は、あまり売れないという

ことで、やめたという所も多く、現在

では 9％程度となっている。 

その他では、車販、カー用品や

メンテナンス商品の販売など車関連の商品の取り扱いがほとんどである。家電販売、太陽光発電などの

事業に取り組んでいる事業者もあるが、ごくわずかであった。 

 

6) 商圏の範囲 

主な商圏範囲としては、旧市町村の範囲までとする回答が最

も多く、約 24％であった。また、具体的な数値的な回答では 5ｋ

ｍ以内（19％）が多く、次いでは 10ｋｍ以内（約 16％）が多かっ

た。 

 

 

 

(n=142) 

(n=142) 

(n=142) 

約5㎞以内

19.0%

約10㎞以内

16.2%

約20㎞以内

9.9%

概ね旧市町村

の範囲
23.9%

その他

5.6%

無回答

25.4%

取り扱っている石油製品 

石油製品販売以外の事業(複数回答可) 

 

給油取扱所の商圏範囲 

99.3%

100.0%

39.7%

100.0%

24.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

ガソリン

軽油

重油

灯油

その他

33.8%

26.1%

18.3%

9.2%

8.5%

3.5%

3.5%

24.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

行っていない

自動車整備

保険代理店

食品・雑貨販売

ＬＰガス販売

不動産賃貸・管理

運輸

その他
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7) 配達事業 

灯油及び軽油においては、ほとんどの給油

取扱所で配達事業を行っている。 

複数店舗を経営している事業者は、配達拠

点設けて、配達事業を行っている所もある。 

基本的には電話で受注し、配達する形態に

なっているが、地域によって配達の曜日を指定

したりするなど、配達事業の効率化を図ってい

るところもあった。 

配達事業については、ほとんどの給油取扱

所が今後も継続していく意向であった。 

配達の範囲としては、約 10km 以内がもっ

とも多く、次いで 20km 以内と 5km以内がほ

ぼ同程度である。 

なお、ガソリンについては、ガス欠など緊

急対応での少量の配達への対応がほとんど

であり、軽油については、建設会社や工事

現場等への配達が主であり、関連企業の工

事現場へはかなり遠くても配達している状況

である。 

 

 

 

 

8) 経営者の年齢 

経営者の年齢としては、50～60 歳代が全体の約 61％を占めてい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(n=142) 

(n=142) 

約2㎞以内
1.4%

約5㎞以内

16.2%

約10㎞以内
39.5%

約20㎞以内

16.9%

その他
7.7%

無回答

18.3%

■内訳（実数）

・25km（3）

・30km（5）

・50km（2）

・町内（1）

57.0%

78.9%

85.9%

33.1%

13.4%

7.0%

9.9%

7.7%

7.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ガソリン

(n=142）

軽油

(n=142)

灯油

(n=142)

行っている 行っていない 今後行う予定 今後やめる予定 無回答

30歳代

8.5%

40歳代

12.0%

50歳代

28.2%
60歳代

33.1%

70歳代以上

9.2%

無回答

9.2%

石油製品の配達範囲 

配達事業の現状と今後の動向 

経営者の年齢 
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2-3-2. 立地特性 

1) 周辺人口 

給油取扱所から 5ｋｍ圏域内の人口は右に示す

通りであり、2000～4000 人が最も多く、全体の 31％

となっている。次いで 4000～6000 人（約 20％）、

2000 人未満（約 18％）となっている。 

6000 人以下で全体の 7割程度となっている。 

 

※平成 22 年国勢調査メッシュデータより集計 

 

 

 

2) 周辺従業員数 

給油取扱所から 5ｋｍ圏域内にある全事業所の従業員

数は右に示す通りであり、1000～2000 人が最も多く、全

体の約 29％となっている。次いで 2000～3000 人（約

28％）、1000 人未満（約 25％）となっている。 

3000 人以下で全体の 8割程度となっている。 

 

※平成 22 年経済センサスより集計 

 

 

 

 

3) 前面道路 

 前面道路の種別としては国道 9号及び国道 54 号の国

土交通省の直轄国道に面している給油取扱所が最も多く

（約 30％）で、次いで主要地方道の約 28％、一般国道の

19.0％と続き、主要幹線道路沿線に立地しているものが、

約 76％程度となっている。 

その他は市道等であるが、バイパス整備によって格下げ

されたかつての幹線道路沿いに残っているケースも見受け

られた。 

 

 

 

(n=142) 

(n=142) 

(n=142) 

2000人未満
17.6%

2000～4000人
31.0%

4000～6000人
19.7%

6000～8000人
10.6%

8000～10000人
3.5%

10000～

20000人
11.3%

20000～30000人
2.8%

30000人以上
3.5%

1000人未満
24.6%

1000～2000人
28.9%

2000～3000人
28.2%

3000～5000人
2.1%

5000～

10000人
9.2%

10000人

以上
7.0%

直轄国道

29.6%

一般国道

19.0%

主要地方道

27.5%

一般県道

6.3%

その他

17.6%

前面道路の種別 

給油取扱所の 5km 圏域内の人口 

給油取扱所の 5km 圏域内の従業員数 
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4) 前面道路の交通量 

前面道路の交通量としては、1000～3000 台が最も多く（約

35％）、次いで 3000～5000台の約 16％になっている。 

また、直轄国道等では、10,000 台を超えている給油取扱所

（14 施設）も見受けられる。 

 

※平成 22 年道路交通センサスより集計 

※台数は、7 時～19時までの 12時間の車両交通量 

 

 

 

5) 5ｋｍ圏域内の競合給油取扱所の数 

 5ｋｍ圏域内の給油取扱所の競合は、全くないものは、

約 9％（13 施設）であり、1 店舗あるものは約 13％（19

施設）である。 

その他の 8割近くは、圏域内で２つ以上の給油取扱所と 

競合していると想定される。 

 

 

 

 

 

 

6) 給油取扱所間の距離 

上記の競合する給油取扱所との距離は、5ｋｍ未満となって

いる箇所が全体の約 75％となっている。その内の半数近くは 

1ｋｍ未満となっており、近接して立地している所が多い。 

隣接する給油取扱所まで、10ｋｍ以上ある施設は、約8％（11

施設）であり、これらがなくなると周辺地域に与える影響が大きく

なると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

(n=95) 

(n=142) 

(n=142) 

1000台未満
11.6%

1000～3000台
34.7%

3000～5000台
15.8%

5000～7500台
10.5%

7500～10000台
12.6%

10000台以上
14.7%

なし

9.2%

1店舗

13.4%

2店舗

28.2%

3～5店舗

24.6%

5～10店舗

18.3%

10店舗以上

6.3%

1km未満

38.0%

1～5km

36.6%

5～10km

17.6%

10～15km

6.3%

15km以上

1.4%

5ｋｍ圏域内の競合給油取扱所の数 

前面道路の交通量 

隣接する給油取扱所までの距離 
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2-3-3. 給油取扱所の経営状況 

1) 年間の売上額 

年間の売上額としては、最も回答が多かったのは、5000 万円以

下で、約 24％であるが、比較的分散した状況であり、1億円以上と

以下で概ね半々程度となっている。 

 

 

 

 

 

2) 給油取扱所の収益構造 

①売上比率 

平均的な売上比率は、ガソリンの 48％、軽油

の約 2４％、灯油の約 16％となっている。 

売上のうちガソリンが占める割合が、40～

60％と回答した給油取扱所が最も多い（約

51％）。 

売上のうち軽油が占める割合が、20～40％と

回答した給油取扱所が最も多い（約 54％）。 

売上のうち灯油が占める割合が約 20％以下

と回答した給油取扱所が最も多い（約 60％）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

(n=93) 

～5000万円
23.7%

5000～

7500万円
12.9%

7500万円～

1億円
16.1%

1～1.5億円
22.6%

1.5～2億
8.6%

2～3億
8.6%

3億円以上
7.5%

48.0% 23.5%

2.3%

15.8% 10.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

売り上げ

比率

（平均）

ガソリン

（n=140）

軽油

（n=141）

重油

（n=52）

灯油

（n=137）

その他

（n=137）

0.7%

63.1%

2.8%

36.2%

2.8%

33.3%

35.5%

60.3%

44.7%

18.4%

53.9%

1.4%

34.8%

12.8%

51.1%

11.3%

1.4%

3.5%

24.8%

1.4%

2.1%

2.1%

0.7%

0.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ガソリン

（n=140）

軽油

（n=141）

重油

（n=52）

灯油

（n=137）

その他

（n=137）

0% ～20% ～40% ～60% ～80% ～100%

石油商品別の売上割合 

の 

年間の売上額 

平均的な売上比率 
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②収益率 

収益率が１番高い事業は、タイヤやオイル交換などのメンテナンスであると回答した割合（約 36％）が

最も多く、次いで軽油（約27%）となっている。また、収益率が2番目に高い事業は、灯油であると回答した

割合（約 35％）が最も多く、次いで軽油（約 32％）となっている。 

ガソリンは、近年の価格競争の激化により、利益率が悪化しているようである。売上額そのものは多い

が、利益率が低い状態が続いており、収益性を圧迫しているという意見を多く聞いた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③顧客層 

売上に占める割合が最も多い顧客が地域住民であると

回答した給油取扱所は全体の約 68％である。 

また、顧客層毎の平均的な売上比率を算出したところ、

地元住民が約 59％、地元企業が約 21％となっており、観

光客など一時的な通過利用者は、平均的には2.5％であり

極めて少ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(n=142) 

15.7%

20.0%

29.5%

26.5%

31.6%

29.5%

8.4%

12.6%

6.4%

13.3%

34.7%

32.1%

36.1%

1.1%

2.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1位(n=83)

2位(n=95)

3位(n=78)

ガソリン 軽油 重油 灯油 その他

地域住民

67.6%

地元企業

17.6%

観光客
0.7%

官公庁

0.0%

その他

2.1%

無回答

12.0%

59.2% 20.7% 2.5%

1.7%

15.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

売上比率

地域住民 地元企業 観光客 官公庁 その他・不明

売上に占める割合が一番多い顧客層 

顧客層毎の平均的な売上比率 

収益率の高い事業 
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④配達事業の割合 

 主な配達事業としては、灯油及び軽油があり、特に灯油においては、6 割以上の給油取扱所で配達

事業の売上に占める割合が 60％以上となっている。 

軽油については、比較的分散した結果になっており、給油取扱所の立地や顧客（建設会社などの固定

客の有無）の状況によって差があると思われる。 

大きな公共事業があると、軽油に配達売上が大幅に膨らむことが多いという事業所もあった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

13.8%

25.0%

11.5%

30.2%

13.8%

13.2%

33.3%

18.4%

27.6%

13.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

灯油(n=87)

軽油(n=76)

～20% ～40% ～60% ～80% ～100%

灯油及び軽油の配達事業の売上に占める割合 
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3) 昨年度の事業収支 

昨年度の石油事業の収益としては、下図に示す通り、赤字だったと回答した給油取扱所が約 37％と最

も多くなっており、次いでは収支トントンの約 23％で、黒字だったのは約 17％となっている。 

また、その他事業も含めた事業全体では、収支はやや改善し、赤字は約 27％に減少し、黒字は約

23％と若干増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4) ここ 5年間の収益動向 

ここ5年間の収益動向としては、60％以上の給油取扱所におい

て、収益が減少している状況である。そのうち約半分は、2 割以上

減少したと回答している。増加したのは極めて少なく、全体の約

6％程度に留まっている。 

収益は減少した理由としては、以下のようなことが要因と考えら

れている。 

・地域の人口減少 

・エコカーなどの低燃費車の普及 

・公共事業などの縮減 

・価格競争の激化による収益性の悪化 

 

また、収益が増加した給油取扱所では、セルフ等による効率化や価格設定などの経営努力により収益

が増加した給油取扱所もあるが、地域内の競合店舗の閉店により、相対的に増えたとする事例も見受け

られた。 

  

(n=142) 
石油事業の収支 事業全体の収支 

(n=142) 

(n=142) 

2割以上増加

2.8%

1割以上増加

3.5%

ほぼ横ばい

29.8%

1割以上減少

33.3%

2割以上減少

27.0%

無回答

3.5%

黒字

22.5%

収支トントン

21.8%
赤字

26.8%

無回答

28.9%

黒字

16.9%

収支トントン

22.5%

赤字

36.6%

無回答

23.9%

ここ 5年間の収益動向 
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2-3-4. 今後の事業展開 

1) 地下貯蔵タンクの更新意向 

改修時期到来後の地下貯蔵タンクの更新意向について、

更新する意向を示す回答が最も多く、39%を占めているが、

無回答も約 39%と多かった。 

現時点で、検討中と回答した給油取扱所が約 11%であり、

明確に更新しないとの回答は約 4%にとどまった。 

 

 

 

 

 

 

2) 事業の継続意向 

5 年後においては、約 59%(83 箇所)の給油取扱所は事業を継続していると回答し、7％（10 箇所）の給

油取扱所は事業を継続していないと回答した。 

15 年後においては、事業を継続していると回答した給油取扱所は約 25％（35 箇所）で、上記「5 年後」

の意向にくらべ半分以下となった。事業を継続していないと回答した給油取扱所は約24％（34箇所）であ

った。「わからない」と回答した割合は約 46%（65 箇所）に達し、厳しい経営環境のため事業の展望を見通

せない事業者も多かった。 

 

 

 

 

(n=142) 

地下貯蔵タンクの更新意向 

事業の継続意向 

（ ）内は実数 

 

更新する

39.4%

更新しない

4.2%

検討中

10.6%その他

7.0%

無回答

38.7%

58.5%(83)

24.6%(35)

7.0%
(10)

23.9%(34)

27.5%(39)

45.9%(65)

2.8%
(4)

1.4%
(2)

4.2%
(6)

4.2%
(6)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5年後

(n=142）

15年後

(n=142）

継続している 継続していない わからない その他 無回答
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3) 後継者の有無 

事業継続の意向に関連するものとして、後継者の問題がある。

全体として後継者が「いる」との回答は約 51％あるが、そのうち、

約 2１％は意中の後継者がいるが事業を継続してくれるかどうか

わからないと回答した。 

また、後継者がいないとの回答は約 28％であり、事業継続に

向けての懸念材料になっていると思われる。 

 

 

 

 

4) 事業継続あたっての懸念事項 

  今後の事業継続にあたっての懸念事項として、回答の多い順に「ガソリン等の需要減少」

（83.1%）、「採算性の悪化」（73.2％）、「施設等の更新費用」（56.3％）となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(n=142) 

いる

29.6%

いるが、引き継

ぐかどうか分か

らない
21.1%

いない

28.2%

その他

13.4%

無回答

7.7%

後継者の有無 

事業継続あたっての懸念事項(複数回答可) 

83.1%

73.2%

56.3%

35.9%

23.2%

4.2%

3.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

ガソリン等の需要減少

採算性の悪化

施設等の更新費用

競争の激化

後継者問題

その他

無回答
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2-4. 影響分析 

1) 給油取扱所空白地区 

公民館等の範囲の地区（以下「公民館地区」という。）内に給油取扱所がない「空白地区」は、本県の中

山間地域（全 227 地区）のなかで、現状で 112 地区ある。（地区人口：80,497 人） 

前述したように、今後5年後までに10箇所、15年後までに34箇所の給油取扱所が閉鎖される可能性

が示されており、このことによって、5 年後までに空白地区が 3地区、15 年後では 17 地区、増えるという

結果になった。 

さらに、15年後における事業の継続意向で「わからない」と回答した 65箇所について、（現状で経営者

が）60 歳代以上と回答した給油取扱所を対象に、以下の条件で推計を行った。 

条件①：後継者の有無の設問で「後継者がいない」回答者を「事業を継続しない」と仮定する。 

条件②：後継者の有無の設問で「後継者はいるが、引き継ぐか不明」の回答者を「事業を継続しない」

と仮定する。 

その結果、空白地区が条件設定前より、条件①で 3地区、条件②で７地区増えると推測される。 

 

表 2-3 空白地域の状況 

区分 現状 5 年後 15 年後 
15 年後 

（条件①） 

15 年後 

（条件②） 

中山間 

地域全域 

地区数 227 227 227 

人口（人） 310,403 262,364 213,468 

面積（ｋ㎡） 5,790 5,790 5,790 

空白地区 

地区数 112 115 129 132 136 

  49.3% 50.7% 56.8% 58.1% 59.9% 

人口（人） 80,497 66,715 60,571 61,415 65,194 

  25.9% 25.4% 28.4% 28.8% 30.5% 

面積（ｋ㎡） 2,280 2,350 2,800 2,910 3,000 

  39.4% 40.6% 48.4% 50.3% 51.8% 

※現状の人口は平成22年国勢調査より集計。 

※５年後、１５年後は、それぞれ島根県人口シミュレーション結果における 2020年（平成 32年）、2030年（平成42年）を

もとに集計。但し、浜田市今市地区は島根県人口シミュレーションでは適切に推計できなかったため含めていない。 
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2) 影響地区 

 空白地区は、事業継続意向に基づいたシミュレーションを行って、公民館地区内に給油取扱所

が「ない」地区の抽出を行ったが、ここではさらに一歩踏み込んで検討した。 

 空白地区のうち、近隣の地域にある給油取扱所から（＊）約 5kmを利用可能エリアと設定し、

空白地区にそのエリアが及んでいない＝近隣に利用可能な給油取扱所ない地区を「影響地区」と

定義し、抽出を行った。 

 

（＊）5kmの設定根拠・・・平成２２年度石油産業体制等調査研究（資源エネルギー庁調査） 

            の「自宅から普段利用する給油取扱所」までの平均距離から設定。前

掲の「商圏の範囲」と一致しない部分もあるが、住民生活への影響を

厳密に精査するため、この数字を採用した。 

 

 現状で影響地区は 23地区（地区人口：5,790人）あり、5年後には 1地区、15年後には 11地

区、増えるという結果になった。 

さらに、15年後における事業の継続意向で「わからない」と回答した 65箇所について、（現状

で経営者が）60歳代以上と回答した給油取扱所を対象に、以下の条件で推計を行った。 

条件①：後継者の有無の設問で「後継者がいない」回答者を「事業を継続しない」と仮定する。 

条件②：後継者の有無の設問で「後継者はいるが、引き継ぐか不明」の回答者を「事業を継続しない」

と仮定する。 

その結果、影響地区が条件設定より、条件①で 3地区、条件②で７地区増えると推測される。 

 

表 2-4 影響地区の出現状況 

区分 現状 5 年後 15 年後 
15 年後 

（条件①） 

15 年後 

（条件②） 

中山間 

地域全域 

地区数 227 227 227 

人口（人） 310,403 262,364 213,468 

面積（ｋ㎡） 5,790 5,790 5,790 

影響地区 

地区数 23 24 34 37 41 

  10.1% 10.6% 15.0% 16.3% 18.1% 

人口（人） 5,979 6,244 9,955 10,799 12,150 

  1.9% 2.4% 4.7% 5.1% 5.7% 

面積（ｋ㎡） 796 818 1,118 1,237 1,305 

  13.7% 14.1% 19.3% 21.4% 22.5% 

※現状の人口は平成22年国勢調査より集計。 

※５年後、１５年後は、それぞれ島根県人口シミュレーション結果における 2020年（平成 32年）、2030年（平成42年）を

もとに集計。但し、浜田市今市地区は島根県人口シミュレーションでは適切に推計できなかったため含めていない。 
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図 2-1 空白地区と影響地区模式図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                 ・・・赤色で塗っている地区（公民館地区）を「影響地区」と定義。 

 

 

 

 

3) 石油製品の配達事業への影響 

 事業継続意向を示す給油取扱所の石油製品の配達範囲＜2－3－1－7）参照＞を分析したところ、

事業継続しないと回答した給油取扱所の配達範囲と重なっていることが多いため、直ちに住民生

活に重大な影響が生じる可能性は低いと推測されるが、社会情勢により廃業がさらに進む可能性

もあり、今後も注視していく必要がある。 

 

 

空白地区 

空白地区 

空白地区 

影響地区 

影響地区 

給油取扱所 給油取扱所から 5km 圏域 

5km 
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2-5. 継続意向に関する比較分析 

ここでは、事業の継続意向を明らかにしている給油取扱所と事業継続をしていないと回答した給油取

扱所の比較検討をおこなうことで、その要因分析を行うものとする。なお、この分析は、数値的に同等程

度となる 15 年後の継続意向をもとに、検討するものとする。 

 

2-5-1. 立地環境の比較 

1) 周辺地域人口 

継続意向別の 5ｋｍ圏域人口区分は、以下に示す通りであり、きわだった差はないが、「継続していな

い」と回答した給油取扱所の方が、若干周辺人口が少ない傾向がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2) 周辺従業員数 

周辺の従業員数においても、周辺人口と同様にそれほど明確な差はないが、「継続していない」とする

給油取扱所の方が、若干周辺従業員数が少ない傾向がある。 
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3) 前面道路の種別 

前面道路の種別においても、きわだった差は見受けられない。主要地方道と一般県道部において、

「継続していない」とする給油取扱所が若干多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4) 前面道路の交通量 

前面の交通量については、資料のある所で比較すると、3000 台未満の道路において、「継続していな

い」と回答した給油取扱所が若干多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  立地環境の比較では、周辺人口や従業員、前面の交通量等、給油取扱所を取り巻く需要ベース

が小さいほど、事業継続の意識は低い傾向にはあるが、立地環境の良いところでも競争激化に

より、事業継続意識が低くなっているところもある。 
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2-5-2. 経営状況による比較 

1) 来店者数 

基本的には来店客数が少ない給油取扱所において事業継続意識が低くなっており、100人/日以上の

来店客数がある所では、「事業継続していない」と回答した給油取扱所はほとんどない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2) ガソリン販売量 

給油取扱所の売上の目安として、月別のガソリン販売量がある。基本的にはガソリン販売量が少ない

給油取扱所において事業継続意識が低くなっており、40ｋℓ/月以上の販売量がある所では、「継続してい

ない」と回答した給油取扱所はほとんどない。 
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3) 年間売上額 

1.5 億円以上の売上がある所では、「継続していない」と回答する給油取扱所はほとんどない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4) 昨年度収支状況 

昨年度の収支状況においては、きわだった差はなく、近年の収益動向と継続意識の関係は見られな

い。 
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5) ここ 5年間の収支動向 

ここ 5 年間の収支動向との関連においては、収益の減少傾向がそのまま事業継続意識の低下につな

がっている傾向がある。 

 

 

6) 事業継続の懸念事項 

 事業継続意向別に懸念事項を分類したところ、事業継続の意向にかかわらず第 1位と第 2位は

「ガソリン等の需要減少」や「採算性の悪化」となっているが、第 3 位では「継続していない」

と「わからない」と回答した給油取扱所が「施設等の費用更新」をあげており、「継続している」

と回答した給油取扱所が「競争の激化」をあげている。 

 

2-5表 事業継続意向別の懸念事項（上位 3位） 

順位 継続している 継続していない わからない 

１位 
ガソリン等の需要減少 

（97.1％） 

ガソリン等の需要減少 

（73.5％） 

ガソリン等の需要減少 

（81.5％） 

２位 
採算性の悪化 

（74.3％） 

採算性の悪化 

（67.6％） 

採算性の悪化 

（78.5％） 

３位 
競争の激化 

（42.9％） 

施設等の更新費用 

（64.7％） 

施設等の更新費用 

（67.7％） 
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経営状況の比較では、昨年度の収支状況など若干関係性が明確でないものもあるが、基本的に

来店客数や年間売り上げが低く、近年収益が減少している給油取扱所において、事業継続意識

が低くなっている傾向がある。 

また、継続していないとする給油取扱所の懸念事項としては、ガソリン等の需要減少、採算性

の悪化に続いて、今後想定されている施設等の更新に対する費用が懸念事項として掲げられて

いる。 
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2-5-3. 内部要因による比較 

1) 後継者の有無による比較 

「継続していない」と回答した給油取扱所では、後継者がいない場合が多く、後継者がいないことが事

業継続意識の低下を招いていると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2) 経営者の年齢 

上記にも関連する要因でもあるが、「継続していない」と回答した給油取扱所では、高齢者の占める割

合が高くなっており、60 歳代以上で、70％近くの割合になっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経営状態が厳しい中、事業継続に対する意欲は、後継者の有無が大きく影響していると思わ
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2-5-4. 立地環境等の相関分析 

1) 5ｋｍ圏域人口の相関分析 

経営の基盤になると考えられる周辺区域人口

と来店客数、ガソリン販売量との相関について

分析を行った。 

圏域人口が少ないのに来店客数が多かった

り、逆に圏域人口が多いに関わらず、来店客数

が少なかったりする事例（圏域人口が多い所で

は、競合する給油取扱所が多い）も見られるが、

来店客数、ガソリン販売量においては、一定の

相関関係があり、圏域人口が多くなれば、来店

客数やガソリン販売量も増加する。 

分布的には、来店客数よりガソリン販売量の

方がややばらつきが少ない。 

圏域人口が少なく、来店客数やガソリン販売

量が少ない給油取扱所で、「継続しない」との回

答が多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ばらつきのあるデータも参

照しているので、相関の信頼

度はやや低くなっている。 
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2) 5ｋｍ圏域従業員数の相関分析 

経営の基盤になると考えられる周辺従業員数

と来店客数、ガソリン販売量の相関について分

析を行った。 

周辺従業員数が少ないのに来店客数が多か

ったり、逆に圏域従業員数が多いに関わらず、

来店客数が少なかったりする事例（圏域従業員

数が多い所では、競合店舗も多い）も見られる

が、来店客数、ガソリン販売量においては、一

定の相関関係があり、圏域従業員数が多くなれ

ば、来店客数やガソリン販売量も増加する。 

分布的には、来店客数よりガソリン販売量の方

がややばらつきが少ない。 

圏域従業員数が少なく、来店客数やガソリン販

売量が少ない給油取扱所で、「継続しない」との

回答が多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ばらつきのあるデータも参

照しているので、相関の信頼

度はやや低くなっている。 

周辺人口よりさらに低いも

のとなっている。 
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3) 前面交通量の相関分析 

経営の基盤になると考えられる前面交

通量と来店客数、ガソリン販売量との相

関について分析を行った。 

前面交通量との相関では、全体的な

ばらつきが大きく、来店客数やガソリン販

売量との相関関係は低いように思われ

る。 
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【参考相関図】 

① 圏域人口－圏域従業員数 

圏域人口と圏域従業員数は、高

い相関関係があり、圏域人口の多

い所で、圏域の従業員数も多くな

っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 圏域人口－前面交通量 

 圏域人口と前面交通量の相関性

は低い。 

 いくつかの特異値を除いていけ

ば、一定の相関関係はあるように

思える。 

 

 

 

 

 

 

 

③ 圏域人口－競合店舗数 

 圏域人口と給油取扱所は相関関係

にあり、圏域人口が多くなれば圏域

内に競合する給油取扱所も多くなる。 

 平均人口：1,510人/店舗 
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